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高速道路の山岳トンネルにおいて，矢板工法で建設されたものは，材質劣化等により変状が顕在化して

いるものがある．この変状対策の一つとして，ロックボルトの打設，既設覆工の切削，防水工，および薄

肉の覆工（再生覆工体，繊維補強コンクリート）を構築する覆工再生工法がある．  
本論文では，この工法で用いる覆工体の耐震性能を応答変位法および時刻歴応答解析法によって性能評

価を実施した．その結果，再生覆工体は，地山のせん断弾性波速度 Vs が 400m/s 以上であれば耐震性能 2
を確保できることを確認した．なお，せん断弾性波速度 Vs が 400m/s である地盤とは，矢板工法または

NATM で建設される山岳トンネルが標準設計可能な地盤であると評価できた．さらに，本稿で得られた成

果から，応答変位法を用いた耐震性能評価法を提案した． 
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velocity of shear elastic wave speed,time history response analysis 

 
 
 

1. はじめに 

 
高速道路ネットワークを形成する土木構造物は，その

機能を長期にわたって確保し維持することが，国民や社

会から求められている．山岳トンネルに着目すると，供

用 40 年を超えるトンネルは，矢板工法で建設されたも

のが多く，この工法の特徴から覆工目地部やひび割れ箇

所から漏水等による変状が生じており，この変状によっ

てツララが発生し，通過交通の安全性を脅かしている．

従来，この変状に対しては，背面空洞の充填，止水もし

くは導水樋の設置等の措置がなされてきた．しかしなが

ら，抜本的な対策には至っていないのが現状である．ま

た，これらの対策工事は，車線規制内での作業となり，

施工期間が長期化することが多く，高速道路利用者のサ

ービスを低下させる原因の一つとなる． 
上記の課題に対して，矢板工法で建設された山岳トン

ネルを対象として既設覆工体を再生し新たな覆工体を構

築する工法となる「覆工再生工」1)が開発された．この

工法は，矢板工法で施工されたトンネルの覆工の背面空

洞の充填，ロックボルト打設（先行補強工），その後，

建築限界を確保するための既設覆工表面の切削，防水シ

ートの設置，新たな覆工体の施工，すなわち，再生覆工

体 1)（設計基準強度σck=36N/mm2，覆工厚 200mm，混入

率 0.3vol%の繊維補強コンクリート）を構築するもので

ある．従来，既設覆工体の内側に新設のコンクリートを

巻き立てる手法としては，変状対策工の一つに内巻工2）

がある．内巻工は，既設覆工体と一体化するように措置

を講じることとなっており，防水シートの施工はなく，

この点が再生覆工体と内巻工とで異なる．  
山岳トンネルの覆工体は，一般的に地震に強い構造物

と言われている．これは，覆工体の地震時挙動は周辺地

盤の変位挙動に支配されるため，周辺地盤が塑性化せず

に安定していれば，トンネルの耐震性は高いと考えられ

ているためである．このことから，道路トンネルにおい
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ては，矢板工法や NATM に関わらず地山分類から標準

設計が適用されて構築された覆工（矢板工法の場合は，

覆工厚は地質分類によって設定．NATMの場合は，一般

部では，覆工厚 300mm）に対する耐震設計は，原則，

実施されていない．再生覆工体の仕様は，既設覆工コン

クリート（無筋）に作用していると考えられる荷重に耐

えうる耐荷力を有する構造 1)と規定されている．一方，

耐震設計や耐震性能ついては言及されていない．再生覆

工体の厚さは 200mm と薄肉であり，かつ，既設覆工体

と再生覆工体の間に防水シートが設置されていることか

ら，再生覆工体の地震時挙動は，既設覆工体と異なるこ

とが考えられる．そこで，長期的な性能を確保する観点

から再生覆工体の耐震性能について検討し，適用可能な

地盤特性を明確化することが必要と考えた． 
一般的に山岳トンネルは，地震に強い構造物であるこ

とを前述したが，地震被害も発生している．これまでの

地震被害を分析した論文等 3)～12)をみると，山岳トンネル

の地震被害は，坑門や坑口部，不良地山区間，および断

層ずれ部，の 3パターンに分類 11)することができる．な

お，上記の条件に適合しない範囲においても，地震の規

模や震源からの距離によっては，覆工体にひび割れや圧

ざの被害が発生した事例も報告 13)されている． 
山岳トンネルの地震被害，変状発生メカニズムおよび

耐震設計に関する研究は数多く実施されている．例えば，

地震被害が多い坑口部で小土被りを対象とした事例 11),14)，

波動論に基づく解析解を用いた事例・考察 15)～18)，耐震

対策工に着目して，載荷実験を実施し実験結果を解析に

て再現した事例 19)，覆工コンクリートの圧縮破壊後の覆

工体の軟化を考慮した解析事例 20)等がある．一方，覆工

周辺の地山特性に着目して覆工体の耐震性能を評価する

研究事例は見あたらない． 
以上より，本論文では，再生覆工体の耐震性能につい

て検討し，適用可能な地盤特性について検証する．検証

対象は，トンネル横断方向とし，検討断面は，矢板工法

で建設された高速道路トンネル 2車線断面とする．解析

手法は，山岳トンネルの耐震設計で多用されている静的

解析法の一つである応答変位法で実施する．応答変位法

で与える地震荷重のうち，地震時地盤変位は，1 次元の

地盤応答解析を実施して，トンネル上下間変位を算定し

て入力値とする．この 1次元の地盤応答解析を実施する

ために与える地盤のせん断弾性波速度（以下，Vs と称

す）をパラメータとして，解析を実施し，再生覆工体に

耐震性能が確保できる Vs を求める．耐震性能の照査は，

再生覆工体に発生する曲げモーメントと曲率の関係から

検証する． 
また，応答変位法で得られた適用可能な地盤特性 Vs

を入力値とした動的解析法（時刻歴応答解析法）による

試解析を実施し，この解析結果と応答変位法の解析結果 

 

 
図-1 耐震性能評価の流れ 

 
を比較するとともに，解析手法の相違による留意点を論

じる． 
最後に，性能評価結果から，耐震性能からみた再生覆

工の適用範囲について考察するとともに，耐震性能評価

手法を提案する．図-1 は，本稿で実施した耐震性能評

価の流れを示したものである．なお，本稿の対象とする

地盤の Vsは，耐震設計上の基盤面の目安が 300m/s以上

であることから，後述するように D 級地山相当である

250m/sから 500m/sとした．  
 

 
2. 再生覆工体の耐震性能に関する静的解析 

 

(1) 再生覆工体に要求する耐震性能および解析手順 

地下構造物の耐震設計法には，静的解析法と動的解析

法 21)があり，静的解析法では，「応答変位法」や「FEM
応答変位法」がある．動的解析法には，「周波数応答解

析」と「時刻歴応答解析」がある．本稿の検討では，ま

ず上記の解析手法のうち，実務の耐震設計で多用されて

いる応答変位法を採用した． 
地盤条件は，前章で述べた地震時被害が大きいと考え

らえる条件から，矢板工法で建設された高速道路トンネ

ル2車線断面の坑口部を対象とし，図-2のように設定し

た．トンネル断面形状は，矢板工法トンネルで構築され
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たトンネルのうち，断面が大きい監視員通路付を採用し

た．なお，覆工厚は，北陸自動車道の矢板工法で建設さ

れた山岳トンネルの施工記録から 600mmとした． 
設計入力地震動(入力波)は，道路橋示方書に準拠し，

レベル 2入力地震動（タイプ I，タイプ II）22)を使用した．

これらの入力波を用いて検討断面の 1次元地盤応答解析

を実施し，トンネル上下間の相対変位が最も大きくなる

変位量を抽出した． 
次に，抽出した変位量を入力値とした応答変位法を実

施し，再生覆工体（無筋コンクリート）に発生する応答

値から，耐震性能が「損傷レベル 2」23）もしくは「耐震

性能 2」24)を満足しているか否かを確認することとした．

なお，再生覆工体は無筋コンクリートであり，「耐震性

能 2」に該当する応答値は，弾性領域以上，かつ破壊未

満までが適用範囲と考えられる．これは再生覆工体は繊

維補強コンクリートであることから，「耐震性能 2」を

有することができれば，早期に機能回復ができる状態 24)

と考えられると仮定したためである． 
検討は，トンネル周辺地盤の Vs をパラメータとし，

再生覆工体に発生する応答値が耐震性能2を満足するVs
の下限値，すなわち，再生覆工体の適用地盤の境界値が

決定するまでVsを変化させて実施した． 
 
(2) 1次元地盤応答解析 

地震時の地盤の相対変位を算出するため，1 次元地盤

応答解析を実施した．解析コードは，実務で多用されて

いる SHAKE25)を使用した．地盤の非線形性の考慮は，

等価線形化法で考慮するものとした．ひずみ依存曲線は，

対象地盤のVsが250m/sから開始したため，このVsに相

当する地盤は，沖積砂質土に相当すると考え，沖積砂質

土 25)のパラメータを採用し，地盤深度に応じて設定した． 
a) 解析条件 

1 次元地盤応答解析は，トンネルが存在しない状態の

地盤(図-2)にて実施した．トンネル周辺地盤を単層とす

る耐震解析検討の事例 26)によれば，トンネルの耐震解析

において，トンネルが耐震設計上の基盤面に近い方がト

ンネル上下間の相対変位が大きくなり，発生断面力も大

きくなることが示されている．よって，本解析における

トンネル位置は，安全側の検討になるよう，すなわち，

発生断面力が大きくなるよう，耐震設計上の基盤面から

+1.0m 位置がトンネル下半脚部となるように設定した．

これにより，トンネル位置は，図-2 に示す通り，GH-
5.3m（天端）～GH-13.2m（下半脚部）となり，この間の

相対変位をトンネル上下間の相対変位とした． 
耐震設計上の基盤面の Vsは，一般的には 300m/s 以上

を目安としている．本検討では安全側を考慮し，検討対

象地盤の Vsを 500m/sまで実施した．よって，本解析の

耐震設計上の基盤面の Vsは，1000m/sに統一して試算し

た．解析条件を表-1に示す． 
b) 解析結果 

図-3 は，入力波別のトンネル上下間の相対変位量を

示したものである．これをみると，II-1-2 波が最もトン

ネル上下間の相対変位量が大きいことが確認できた．よ

って，T2-2 を入力地震動として，Vs を変化させてトン

ネル上下間の相対変位量を算出した．算出結果を図-4

に示す．本図をみると，Vs が大きくなるとトンネル上

下間の相対変位量は小さくなる傾向が得られた．ただし，

その傾向はすべてに当てはまるわけでなく，とくに，

Vs=300m/sからVs=325m/sのトンネル上下間の相対変位量

の低下量が大きい． 
 

表-1 1次元地盤応答解析 解析条件 
解析条件 内容 

トンネルと検討対

象地盤の位置関係 

土被り：5m 
耐震設計上の基盤面とトンネル下半脚

部までの離隔：1m 
検討対象地盤のVs 250m/s～500m/s 
地盤の非線形性 等価線形化法で考慮 
地盤のひずみ依存

曲線 
沖積砂質土パラメータ 

基盤面のVs 1000m/s 
トンネル上下間変

位抽出位置 
GH-5.3m（天端）～GH-13.2m（下半脚

部）の相対変位を抽出 

入力波 

I種地盤のレベル2入力地震動（タイプ

I，タイプ II）の6波 22) 
・平成 15 年十勝沖地震および平成 23
年東北地方太平洋沖地震 I-1-1～I-1-3 

・平成7年兵庫県南部地震 II-1-1～II-1-3 
 

 

図-2 検討モデル 

 

 
図-3 トンネル上下間の相対変位量 
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これは，深度方向の地盤のせん断剛性の変化によるもの

と考えられるため，Vs をパラメータとして，トンネル

天端（GL-5.3m），SL（GL-10.7m）および下半脚部

（GL-13.2m）の解析終了時のせん断剛性の収束値Gとせ

ん断剛性の初期値 G0 との比（G/G0）の感度を分析した．

図-5 に感度分析した結果を示す．G/G0 は，小さくなる

ほど，解析終了時のせん断剛性が小さく，すなわち，地

盤が軟化したことを示す．G/G0 は，着目位置に関わら

ず，Vs が大きくなると G/G0も大きくなる傾向がある．

Vs=250m/s では，天端，SL および下半脚部の G/G0 は，

ほぼ同等である．これに対して，Vs=300m/s では，天端

部の G/G0は大きくなったものの，SL部および下半脚部

のG/G0は，ほぼ同程度の値となる．Vs=325m/s以上につ

いては，SL 部と下半脚部の G/G0 は Vs が大きくなると

増大し，かつ，その値は着目位置によって異なるととも

に，天端部の G/G0と SL部および下半脚部の G/G0の差

が小さくなる傾向が確認できた． 
以上のことから，Vs=300m/s 以下では，天端部に対し

て，SL部と下半脚部の G/G0が小さく，かつ同程度とな

ったことがトンネル上下間の相対変位量が大きくなった

要因であると考えられる．一方，Vs=325m/s 以上は，天

端部の G/G0と SL部および下半脚部の G/G0の差が，Vs
が大きくになるにつれて小さくなることが，相対変位量

が小さくなった要因と考えられる．なお，Vs=400m/s に
ついてもSLおよび下半脚部のG/G0が近似した値となる．

ただし，G/G0 は，図-5 を確認すると，どの位置におい

ても 0.4 程度であることから，水平変位量そのものが小

さく，かつ，相対変位量も小さな値となったと考えらえ

る．  
 
(3) 応答変位法による解析 
a) 解析概要 

応答変位法を用いた解析は，既設覆工体および再生覆

工体の両者をモデル化して実施した．表-2 は，構造モ

デルの諸元を示したものである．表-3 および表-4 は，

既設覆工体および再生覆工体の断面諸元を示したもので

ある．地盤反力係数の算定は，式(1)21)および式(2)21）を用

いた．なお，曲率を持つ部材の地盤反力係数の算定には，

A.M.MUIR WOOD 27)が考案した式があるが，本解析では，

山岳トンネルの耐震検討に実績を有する式(1)および式

(2)を適用した．また式(1)中の地震時変形係数 EDの算定

は，式(3)21）より算出した．Vs から算出した地震時変形

係数EDを図-6に示す． 
応答変位法における地盤ばね定数は，式(1)および式

(2)で算出した地盤反力係数に各節点の分担幅を乗じて

求めた．なお，地盤ばねは，圧縮側のみ有効とし，引張

時は無効とした．ばね先変位量は，1 次元応答解析で得

られたトンネル上下間の相対変位量とした．応答変位法

解析モデル図を図-7 に示す．また，本解析の解析条件

や入力値等を整理したものを表-5に示す． 
 

𝑘𝑘𝑛𝑛 = 1.58𝐸𝐸𝐷𝐷𝐵𝐵𝑣𝑣
−3/4 

𝑘𝑘𝑠𝑠 =
𝑘𝑘𝑛𝑛
3  

𝐸𝐸𝐷𝐷 = 2(1 + 𝜈𝜈)𝐺𝐺 
 
ここに，kn：法線方向地盤反力係数(kN/m3) 

ks：接線方向地盤反力係数(kN/m3) 
ED：地震時変形係数(kN/m2) 
G：収束時せん断剛性で，1 次元地盤応答解

析結果を適用する． 
ν：ポアソン比(=0.495)21) 
BV：載荷幅(解析モデルSL幅，10.8m，図-2) 

 

 

図-4 トンネル上下間の相対変位量(II-1-2波) 

 

 
図-5 Vs別深度別G/G0分析(II-1-2波) 

 

表-2 構造モデルの諸元および構造モデル間の支承条件 
解析 
モデル 

構造モデル 構造モデル間の 
支承条件 

モデル1 既設覆工・再生覆工 連続（重ね梁） 

モデル2 既設覆工・再生覆工 不連続，圧縮のみ伝達 
モデル3 再生覆工のみ - 
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図-6 変形係数EDの算出結果(LayerNo.は図-8を参照) 

表-3 既設覆工および再生覆工の断面諸元① 
覆工種別 設計基準強度 

σck(N/mm2) 
ヤング係数 

E(N/mm2) 
覆工厚 

h（m/m） 
既設覆工 18 2.20×104 0.600 
再生覆工 36 2.98×104 0.200 

 

表-4 既設覆工および再生覆工の断面諸元② 
覆工種別 断面積 

A(m2/m) 
断面二次モーメント I（m4/m） 

既設覆工 0.600 0.018 
再生覆工 0.200 6.67×10-4 

  

 

 
図-7 解析モデル(応答変位法) 

 

表-5 応答変位法 解析条件等一覧表 
入力項目 内容 

解析モデル モデル1，モデル2，モデル3（表-

2，表-3，表-4参照） 

再生覆工体のモデル M-φモデル（図-9，図-10，表-5 参

照） 

相対変位 1次元地盤応答解析結果からトンネ

ル上下間相対変位を抽出し入力 
検討対象地盤のVs 250m/s～400m/s 

地盤反力係数 式(1)～式(3)にて算出．変形係数 ED

の算出結果は，図-6を参照． 

躯体慣性力 
躯体の自重に設計震度を乗じて算

出する．トンネルの自重は，無筋

コンクリートを考慮． 

周面せん断力 1次元地盤応答解析から得られた値

にて設定 
 
b） 再生覆工体のモデル 

再生覆工体は，無筋コンクリートであることから，曲

げひび割れ発生後の剛性低下は，曲げと曲率の関係 28)を

定めてモデル化した．曲げと曲率に関する相関式を式

(4)28)～式(6) 28)に示す．ここで，無筋コンクリートの曲げ

モーメントMと曲率φの関係をみると，図-8の黒線の 

 

図-8 曲げモーメントと曲率の関係 

 
ように曲げモーメント Mは，ひび割れが発生する φcま
では弾性的な挙動を示すものの，ひび割れ発生後は，急

速に小さくなる 28)．本解析では，この特性を簡略し，図

-8 の赤線で示すモデルで設定した．なお，既往の研究

では，ひび割れを考慮したトンネル覆工解析に関する研

究 29)，鋼繊維補強コンクリートを対象とし，ひび割れの

発生・進展を考慮したトンネル覆工解析に関する研究 30)
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等が実施されている．一方，繊維補強コンクリートのひ

び割れを対象とした研究事例は見当たらない．また，ト

ンネル変状対策工の補強効果に関する実験的研究 31)では，

覆工体にひび割れが発生しても，覆工体に軸力が作用し

ていれば図-8 の黒線のような挙動にはならず，弾塑性

的な挙動を示すことが報告されている．矢板工法で建設

されたトンネルの覆工体は，トンネル掘削によって発生

する変位の収束が未確認な状態で構築されるため，地圧

による軸力が再生覆工体にも伝達することが考えられる．

これらを考慮して，本論文における再生覆工体のM-φモ
デルは，図-8の赤線で示すモデルとした． 
なお，覆工体に作用する軸力が小さい場合は，図-8

の黒線のような挙動を示すことが想定され，剛性低下に

よって曲率がより大きくなることが想定される．これを

究明することは今後の課題とする． 
また，耐震性能 2の条件として，再生覆工体は，繊維

補強コンクリートを使用していることから，ひび割れが

発生後もコンクリート片の落下はないと仮定し，再生覆

工体の部材の中心までひび割れを許容することした．そ

の時の曲率φは，ひび割れが発生する時の曲率φcの2倍
となる 2φc28)とした．  
 

𝑀𝑀𝐶𝐶 =
𝑏𝑏𝐷𝐷2

6
𝜎𝜎𝑇𝑇 

𝜑𝜑𝐶𝐶 =
𝜀𝜀𝑇𝑇
𝐷𝐷
2
 

𝜀𝜀𝑇𝑇 =
𝜎𝜎𝑇𝑇
𝐸𝐸𝐸𝐸 

ここに，MC ：ひび割れ発生モーメント (kN-m) 
b ：奥行方向部材幅 (m) 
D ：部材厚 (m) 
σT ：コンクリート引張強度(kN/m2) 
εT ：ひび割れひずみ 
Ec ：コンクリートヤング係数(kN/m2) 

 

𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0.23𝑓𝑓′𝑐𝑐𝑐𝑐2/3 

ここに，ftk ：コンクリートの引張強度(N/mm2) 
f’ck ：設計基準強度(N/mm2) 

 
また，引張強度は，再生覆工を想定したコンクリート

（36-18-20N，繊維混入流動化コンクリートのベースコ

ンクリート）を製造し，圧縮強度試験（材齢 28 日，JIS 
A 1108:2018）および割裂引張試験（材齢28日，JIS A 5308）
を，それぞれ供試体 6本製作して試験を実施した．圧縮

試験結果および割裂引張試験結果と一般式から得られる

引張強度の比較結果を表-6 に示す．圧縮強度試験およ

び引張割裂試験を実施した結果，引張割裂試験から得ら

れた引張強度は，一般式 23)式(7)にて算定される引張強度

より大きいことが確認できた． 
この結果を勘案して，本解析におけるコンクリートの

引張強度は設計基準強度から算定した値を用いることと

した．ひび割れ発生時の曲げモーメントおよび曲率の計

算結果を表-7，図-9に示す．  
 
(4) 解析結果 

a) モデル 1の解析結果 

本解析は，再生覆工体が耐震性能 2 となる Vs を得る

こと目的とした．そこで，まずモデル 1での解析を実施

することとした．解析では，トンネル周辺地盤の Vs を
パラメータとし，再生覆工体に発生する曲げモーメント

Mと曲率φが，2φc未満となるまでVsを変化させて解析

を行った． 
解析では，まず自重による影響を推定するため，自重

のみの静的解析を実施して初期断面力を算定した．次に

応答変位法による解析を実施し，得られた断面力に，自

重による断面力を加算して，応答値を算定とした． 
解析におけるVsの値は，Vs=250m/s，Vs=300m/sおよび

Vs=400m/sとした．図-10は，φ/φcの関係を整理したもの

である． 
  
表-6 圧縮強度試験結果と引張割裂試験結果の試験結果および

算定値との比較 

 
 
表-7 ひび割れ発生時の曲げモーメントおよび曲率 算定結果 

項 目 既設覆工 再生覆工 
設計基準強度σck(N/mm2) 18 36 
引張強度σT(N/mm2) 1.58 2.51 
ヤング率Ec(N/mm2) 2.20×104 2.98×104 
部材厚D(mm) 600 200 
ひび割れひずみεT 7.18×10-5 8.42×10-5 
ひび割れ発生時の曲げモーメ

ントMc(kN-m) 94.8 16.7 

ひび割れ発生時の曲率 
φc(/mm) 2.39×10-7 8.42×10-7 

ひび割れが部材厚中央まで進

展 時 の 曲 げ モ ー メ ン ト
Mc/4(kN-m) 

23.7 4.18 

上記状態における曲率 
2φc(/mm) 4.79×10-7 1.68×10-6 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 Average
value

Compressive
strength test
（N/mm2)

46.0 44.7 45.2 45.1 45.3 43.9 45.0 -

Tensile
splitting test
（N/mm2)

3.81 4.04 3.11 3.55 3.75 3.11 3.56 2.91

Test value
item Calculated

value

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 
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図-9 曲げモーメントMと曲率φの算定結果 

 
本図より，再生覆工体では，Vs=300m/s の解析結果で

は，φ/φc=30となり，2φc以上となることから，耐震性能

2は満足していない．なお，Vs=250m/sのケースでは，図

-8に示すモデルを用いた解析では，曲率φは収束しなか

った．以上より，再生覆工体に発生する φが 2φc未満と

なる Vs は，Vs=400m/s であることが得られた．なお，

Vs=400m/s のケースにおいて，既設覆工体の φ は，φ/φc
が 2.0 を超えている．再生覆工体を施したトンネル構造

体においては，既設覆工体は NATM における一次支保

と考える 1)ことから安全性は確保できると考えた． 
図-11は，Vs=400m/sのケースの解析結果のうち，トンネ

ルの変形量および曲げモーメント図を示したものである．

また，再生覆工の曲げモーメント M が最大となった要

素のM-φ照査結果を図-12および図-13に示す． 
b) モデル 2およびモデル 3の解析結果 

モデル 1 の解析において，トンネル周辺地盤が

Vs=400m/s となれば，再生覆工体に発生する φが 2φc未
満となることを確認した．そこで，トンネル周辺地盤を

Vs=400m/s として，モデル 2 およびモデル 3 の解析を実

施した． 
モデル 2は，既設覆工体と再生覆工体間に設置される

防水シートをアイソレーション効果を有するジョイント

要素でモデル化したものである．また，モデル 3は，再

生覆工体のみをモデル化したものである．図-14～図-16

に解析結果を示す． 
これらをみると，モデル 1とモデル 2の再生覆工体に

発生する曲率φはジョイント要素の有無にかかわらず概

ね等しい結果となった．これは既設覆工体と再生覆工体

の間の力のやり取りが，ジョイント要素の有無にかかわ

らず同程度であることを意味する． 
モデル 3の再生覆工のみのケースでは，再生覆工体の

剛性しか考慮されていないものの，コンクリートの設計

基準強度が 36N/mm2と向上したことによって，曲げモー

メントMが大きくなったと考察した． 
以上より，Vsが 400m/sであれば，地盤モデルが非線 

 

図-10 Vsとφ/φcの関係(モデル1) 

 

 

 
図-11 モデル1の解析結果(Vs=400m/s) 

(上:水平変位図，下:曲げモーメント図) 
 

 

図-12 モデル1：M-φ照査結果(既設覆工) 

 

形であっても，再生覆工体に発生する φ は，φ/φc が 2.0
未満となり，かつ弾性挙動内で収まることが分かった． 
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図-13 モデル1：M-φ照査結果(再生覆工) 

 

 
図-14 モデル2：M-φ照査結果(既設覆工) 

 
図-15 モデル2：M-φ照査結果(再生覆工) 

 

 
図-16 モデル3：M-φ照査結果(再生覆工) 

 

 
図-17 時刻歴応答解析の解析モデル 

 

 

図-18 時刻歴応答解析の地層区分 
 

表-8 時刻歴応答解析の各地層の物性値 

Layer No. Vs（m/s） G0(kN/m2) h0 γt（kN/m3） Strain dependent 
properties No※ 

1 400 3.10×105 0.02 19.0 a 
2 400 3.10×105 0.02 19.0 b 
3 400 3.10×105 0.02 19.0 c 
4 400 3.10×105 0.02 19.0 d 
5 400 3.10×105 0.02 19.0 e 
6 400 3.10×105 0.02 19.0 e 

Engineering foundation 1000 2.24×106 0.02 22.0 - 
※：アルファベット記号は，図-19参照 
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3. 再生覆工体の耐震性能に関する動的解析 

 

本章では，応答変位法解析にて再生覆工体の耐震性能

2を満足する地山（Vs=400m/s）を対象とし，動的解析法

（時刻歴応答解析法）による試解析を実施し，得られた

解析結果と応答変位法解析で得られた解析結果と比較す

るとともに，解析手法の相違による留意点を論じる． 
 

(1) 時刻歴応答解析の概要 
時刻歴応答解析の地盤モデルは，応答解析法で採用し

た沖積砂質土モデルに相当する修正R-O法（沖積砂質土

モデル 32））とし，対象地盤は，前述した応答変位法に

よる解析で，再生覆工体の φ/φc が 2.0 未満となる

Vs=400m/s とした．しかしながら，後述する通り，解析

結果に乖離が確認されたため，上記に加えて，線形，等

価線形および修正 R-O 法（岩盤 33））を用いた感度分析

も実施した．解析モデルを図-17，地層区分を図-18およ

び各地層の物性値を表-8 に示す．また，地層別 G/G0 モ

デルを図-19に示す． 
時刻歴応答解析の実施にあたっては，まず，本解析か

ら得られる再生覆工φ/φcと応答変位法で得られたφ/φcを
比較した． 
また，本解析を実施する前に，FEM 応答変位法によ

る解析を実施し，応答変位法で得られた地盤の水平変位

（図-20）と再生覆工に発生する曲げモーメント M から

得られる φ/φc（図-21）を比較し，時刻歴応答解析に用

いる地盤モデルの妥当性を検証した． 
 
(2) 解析結果 

a) 地盤モデルの相違による解析結果の分析 
応答変位法および時刻歴応答解析から得られた要素別

の φ/φcを図-22に示す．これをみると，時刻的応答解析

で得られたφ/φcは，応答変位法解析で得られた値に比べ

て 2 倍～6 倍程度大きく，特に天端付近では，最大で約

18 倍(要素 No.23，応答変位法：0.093，時刻歴応答解析

(修正R-O法，沖積砂質土)：1.714)となった． 
 

 
図-19 時刻歴応答解析の地層別のG/G0モデル 

この結果は，時刻歴応答解析によって，トンネル周辺の

G/G0 が低下し，変形が増大したためと考えられる．な

お，応答変位法で得られたφ/φcとほぼ等しい値となった

地盤モデルは，修正R-O法(岩盤)であった． 
次に，応答変位法と時刻歴応答解析法で得られた φ/φc

のの差異について考察した．まず，トンネル中心部およ

びトンネル周面位置のせん断ひずみ分布(図-23)および水

平変位分布(図-24)を抽出し比較した．その結果，例えば

トンネル天端付近の時刻歴応答解析(沖積砂質土)と応答

変位法のせん断ひずみ比は 2.00(=0.134/0.067)となり，天

端部の水平変位比は 1.73(=1.97/1.14)であった．このこと

から，せん断ひずみの増加によって水平変位が増加し，

時刻歴応答解析のφ/φcが大きくなったと考えられる． 
また，図-23 の応答変位法のせん断ひずみ分布は，深

度が大きくなると線形的に増大する傾向にある．一方，

時刻歴応答解析では，天端部と SL 部でせん断ひずみが

大きくなる傾向があり，覆工体の要素がない状態のせん

断ひずみ分布とは傾向が異なる． 
 

 

図-20 水平変位（トンネル無） 

1次元地盤応答解析・FEM応答変位法 

 

 
図-21 応答変位法・FEM応答深度法 要素別φ/φc  
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図-22 再生覆工要素別φ/φcの比較 

応答変位法・時刻歴応答解析 

 

 

図-23 トンネル中心部せん断ひずみ比較（最大変位発生時） 

応答変位法・時刻歴応答解析 

 

 
図-24 トンネル中心部水平変位比較（最大変位発生時） 

応答変位法・時刻歴応答解析 

 
図-25 トンネル中心部せん断ひずみ比較 

(応答変位法・時刻歴応答解析) 

 

さらに，地盤モデル別の結果をみると，再生覆工体に

発生するφ/φc，地盤のせん断ひずみおよび地盤の水平変

位の大小関係は，線形＜修正R-O法（岩盤）＜等価線

形＜修正R-O法（沖積砂質土）の順となった．このこ

とから，再生覆工体に発生するφ/φcは，地盤変形に依

存することが確認できた(図-22，図-23，図-24参照)．  
以上より，時刻歴応答解析では，覆工体をモデル化する

ことによって，覆工体の剛性やトンネル空間が影響し

て，覆工体周辺の地盤応答が変化し，発生する変位や

φ/φcが，応答変位法解析結果と異なることが確認され

た．また，時刻歴応答解析では，地盤モデルの相違によ

って応答値が変化することも確認された． 
よって，時刻歴応答解析を用いて耐震性能を検討する

場合には，覆工体の剛性による影響や地盤モデルを適切

に評価する必要がある．他方，再生覆工体の耐震性能を

考えると時刻歴応答解析においても，Vsが 400m/sであ

れば，再生覆工体に発生するφ/φcは，2.0未満であるこ

とがわかった．なお，以上の結果は，再生覆工のひび割

れ後の特性を図-8に示す簡便なモデルで表現している

ことに留意すべきと考える．  
b) 覆工体の断面形状が異なる場合のせん断ひずみ分布 

前述した解析による覆工体周辺の応答値の差異は，覆

工体の断面形状の差異と考えた．特に，トンネル形状が

アーチ形状であることが周辺の G/G0 が大きく低下する

原因と推定した．そこで，追加解析として，覆工体を矩

形形状とした解析を実施し，覆工体の形状の相違による

せん断ひずみ分布の発生傾向を確認した．矩形形状は，

本解析で適用したトンネル形状(図-2)の SL 幅(=10.8m)，
トンネル高さ(=7.9m)と同じとした．地盤モデルは，修正

R-O法(沖積砂質土)とした． 
解析結果を図-25 に示す．せん断ひずみは，アーチ形

状と比べて矩形形状の方が，全体的に小さくなった．こ
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のことから，トンネル断面が曲面を有することでせん断

ひずみが増大することがわかった．  
 

 

4. 再生覆工体の適用範囲に関する地盤特性の 

考察 

 
(1) Vs=400m/sの地盤に対する考察 

一般にVsは，N値との相関性が高いとされ，これま

での研究から，VsとN値の関係は(式 8)34)が提案されて

いる．図-26は，(式 8) 34)から求まるVsとN値の関係を

示したものであり，Vs=400m/sは，N値=91と算出され

る．次に，算出したN値から地盤の変形係数Eを式(9)35)

から推定すると，E=239MPaとなる．表-9は，高速道路

トンネルを対象とした支保パターンと変形係数の関係 36)

を整理したものである．E=239MPaは，表-9からDIの
下限値(200MPa以上であり，かつ支保パターンDIIの変

形係数の中心値(150MPa)以上であることが確認できた． 
以上から，Vs=400m/sの地山特性は，表-9に示す現況

の高速道路の山岳トンネルにおける地山物性値の一般値

と比較すると，DII～DI(下限)相当 36)を有すると考えら

れ，標準設計適用範囲の下限値付近に相当することがわ

かった． 
次に，Vsと弾性波速度(以下，Vpと称す)と地山特性

について分析を試みた．ここでVpと地山特性の関係

は，山岳トンネル設計時に用いる「地山分類表」を適用

することとした． 
表-10は，矢板工法が採用されていた時代の地山分類

表 37)を抜粋して示したものである．まず，VsとVpの関

係は，式(10)38)で示され，Vs=400m/s地山のVpは，

Vp=1000m/s(=1.0km/s)と算定した．この値を表-10の地山

分類表と照らすと，Vp=1000m/sは，表土や崖錐層に相

当し，Ⅳ-E(下限値)に分類され，標準設計が適用可能な

範囲となっている． 
以上より，トンネル周辺地山のVsが 400m/s以上であ

れば，Vpは 1000m/s(=1.0km/s)以上の地盤であり，矢板工

法またはNATMに関わらず，標準支保パターンが適用

できる地山であることが確認された．よって，矢板工

法，もしくはNATMよって建設されたトンネルが標準

設計を適用しているのであれば，本検討から，この区間

の再生覆工体は耐震性能 2を有していると判断できた． 
  

𝑉𝑉𝑠𝑠 = 97.0𝑁𝑁0.314 

𝐸𝐸 = 27.1𝑁𝑁0.69 ∙
98.1
1000

× 4 

ここに，Vs ：せん断弾性波速度(km/s) 
N ：N値 
E ：岩盤の変形係数(MPa) 

5. おわりに 

 
本論文では，再生覆工体の耐震性能を評価した．再生

覆工体に要求する耐震性能は，再生覆工の長期的な性能

確保の観点から，耐震性能 2とした．再生覆工体が耐震

性能 2を有しているかどうかの判定基準は，耐震解析時

に再生覆工体に発生する曲げモーメントMから曲率φを
算定し，曲率 φとひび割れが発生する時の曲率 φcの関

係 φ/φcが 2.0未満とした．この耐震性能 2を満足する地

盤特性を算定するため，トンネル周辺地盤のせん断弾性

波速度 Vs をパラメータとした耐震解析を実施した．耐

震解析は，静的解析では応答変位法を実施し，動的解析

では時刻歴応答解析を実施した． 
 

 
図-26 Vs，N値，支保パターン分析結果 

 
表-9 高速道路山岳トンネルにおける地山物性値※の一般値 36)  

 
※参考文献36)から抜粋して転記 

 

表-10 地山分類表(抜粋)37) 

 
※参考文献37)から抜粋して転記 
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図-27 再生覆工コンクリート耐震性能検討判定フロー(案) 

𝑉𝑉𝑝𝑝
𝑉𝑉𝑠𝑠

= �2(1 − 𝜈𝜈)
1 − 2𝜈𝜈

= �2(1 − 0.4)
1 − 2 ∙ 0.4

= 2.45 ≒ 2.5 

𝑉𝑉𝑝𝑝 = 2.5 ∙ 𝑉𝑉𝑠𝑠 = 2.5 ∙ 400 = 1000(= 1.0𝑘𝑘𝑘𝑘/𝑠𝑠) 
ここに，Vp ：弾性波速度(km/s) 

Vs ：せん断弾性波速度(km/s) 
ν ：動ポアソン比(=0.40，軟岩) 

 
得られた知見を以下に示す．ただし，今回の検討は，ト

ンネル 2車線断面で上半単芯円の道路トンネルを対象と

し，図-8に示す曲げモーメントと曲率の関係を用いて

解析した結果である．今後の課題として，非常駐車帯の

ような偏平断面，剛性中分を有する大断面，避難坑や避

難連絡坑などの小断面等，今回の検討条件と異なる断面

形状や覆工厚の場合は，別途，検討を実施し，耐震性能

を評価する必要があると考えられる． 
 
・トンネル周辺地盤のせん断弾性波速度 Vs が，400m/s
以上であれば，地盤モデルが非線形であっても，再

生覆工体の挙動は，非線形モデルであっても弾性領

域に収まることがわかった． 
・トンネル周辺地盤のせん断弾性波速度 Vs が，400m/s
以上であれば，再生覆工体に発生するφ/φcは2.0未満

となり，再生覆工体は，耐震性能 2 を有することが

わかった．また，時刻歴応答解析においても，せん

断弾性波速度Vsが，400m/s以上であれば，φ/φcは2.0
未満となることが確認された． 

・地山のせん断弾性波速度Vsが400m/sの地山の弾性波

速度 Vp は，1000m/s(=1.0km/s)と試算できた．この地

山における変形係数 E は，式(8)および式(9)から

239MPa(図-26)と推定でき，この値を有する地山であ

れば，矢板工法もしくは NATM は標準設計が適用で

きると評価できた． 
・上記の知見から，矢板工法，もしくは NATM よって

建設されたトンネルが標準設計を適用しているので

あれば，同区間に構築する再生覆工体も耐震性能 2
を有していると評価した． 

 
図-27 は，本論文で得られた知見を基に，再生覆工体

の耐震性能評価手法の流れを示したフローチャートであ

る．なお，地山の Vsが 400m/s より小さい地盤や「平成

28 年熊本地震を踏まえた道路トンネルの耐震対策に関

する留意点について」39)に記載された「地震による影響

を受けやすいと考えられるトンネルの特殊条件」に該当

する範囲については，別途，個別検討が必要であると考

えられる．  
本論文の成果が，今後の山岳トンネルの耐震性能検討

の参考になれば幸いである． 
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STUDY OF SEISMIC PERFORMANCE OF RENEWAL TUNNEL LINING 
 

Takeshi SUZUKI, Takumi KUJIRAI, Toshio SUZUKI and Sadao KIMURA 
 

Tunnels built using the sheet pile method have a water leakage problem for deterioration over time. To 
solve this problem,tunnel lining renewal method was developed. 

In this study, seismic analysis was performed using shear elastic wave velocity as a parameter. In the 
seismic analysis, the shear elastic wave velocity in which the bending curvature of concrete is within the 
elastic region was determined. 

As a result, it was found that if the shear elastic wave velocity is 400 m/s or more, renewal lining is 
equivalent to standard design lining and the renewal lining standard design can be applied. 
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